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『商工業不況調査委員会報告書 (1886)J

における「大不況」認識

鉄鋼業関係者の場合

山田 昭夫

I は し が き

1873午恐慌から90年代半ばに至る，いわゆる「大不況」は， I資本主義の二

つの段階をわかっ分水嶺j1'として位置付けられている I大不況」をめくる民主

大な研究史は， 最近。「大不況」概念白体の否定論をも含めて， さまざまな

「大不況」像を提示している"。 しかし研究史の現状は， I大不況のヨリ基本

的な諸問題になるとまだよ〈はわからない問題が多い」ω という 30数年前の問

題提起を.十分に解決しているとは言いえない状況である。

本稿は，研究史上「大不況」と規定されている 19世紀末の長期不況に対Lて

その全体像を把握するための研究の一端であり，当時の第一次資料『商工業不

況調査勅命委員会報告書ll'1)First， Second， Third， Final Report 0/ the Royal 

Commission AJψointed to lnquire into the Dept伊'essionof Trade and 1 ndus 

try 1886を素材として，同時代人が19世紀末の長期不況自体をどのように認識

1) M. Dobb， Studies in the Develo.ρment of Catitalism， London， revised ed.， 1963. p 

300 京大岳代史研究会訳『資本主蓋発展め研究IU岩波書庖，195Jj年， 1:1レーク。長期民軍λE

点から1873-95年を統一的に把撞した重要な文献として.J. Schumpeter， Theo円 eder witτ，. 
chaftlichen Entwic知的'g，L~ipzig， 2. Aufl.， 1926. S. 345 ff塩野吾祐一，中山伊知郎』東畑
精一訳『経済発展の理論下』岩並文庫.1977年.227-229ページ幸田w

2) I大不況」研究の文献リストについては， S. B. Saul. The Myth of the G:問atDepression 
1873【 1896，London， 1969. 1A.び関口尚志「恐慌吏」井上孝治，入交好青編「経済史学入門』
広文社， 1966年，参照。，

3) M. Dobb. ibid. P. 300邦訳125ベ 三人 との状沼守的確に示すのが「大不祝」原因について
の研究史の現状であるa 藤田暁男「イギリスにおける『大不況~ (1873-1896年〉と諸費本の対
応①Jr.経営と桂済』第123号， 1971年，幸照L
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第 l表鉄鋼業

川弘列車品"~')I 高属団体=企業業<)

業界団体 Sir. Lowthian I 1885. 12. 16 British Iron Tracle 

Bell 
(No. 1919-2180) Association (BITA)会長

1886. 1. 2-7 Bell Drothe四Limited
(No. 3536-3763) 経営者

シェフィド S. Osborn I I (~脳 1 21 1vz業フ者ィーノレド商業会議所
』ー ノレ (No. 3261-3410) 鋼鉄

J. D. Ellis I 1886 1. 21 South Yorkshire Coal 
(No.3口02-3260) Association会長

John Brown & Co会長

T -|  |民 訟|…い経営者(No. 3411-3535) 

c. Belk I n-1 I 1886. 1. 20 刃物業者
(No. 2656-2950) 

J. W. Dixon 
(No. 1339-15日1) 会頭属

H. Hughes 
(No. 2951-3001) 書記 物業者

I 1885. 12. 17 I Barrow H巳lllatileSteel Co 
(No. 2181-252:1)総支配人

/、 F ーミンノ H. L. Muller n-2 パ ミンガ玉者商葉会議所理

フザ ム 1885. 10. 28 事輸出業

w.w.工心，d n-z 
(No. 1502-1918) ミ 輸ミン業ガム商業会議所理

事出者

ランド Donaldson
E 2118田 1217 11経-営者Watson & Co共同

(No. 252ι羽田)I ~g;* • I 

出典 り 2)，3)，4) Second Retoは I PP. 1B←124の吾証人の証言， 5) Royal Commiss白non 

~892， p. 98. 6) J. C. Carr and W. Tapl皿 H証Uoryof the British 品eelln品 stry.

OJnic HistQIツザ SteelMaking lRfi7-19::i9， London， 1961 p. 29. 9) C. Erickson， 

Meade， The Coal and lron In品"副 ofthe United Kingdom， L叩 don，1882， pp. 450 f. 

注 ①証人分類 I鉄鋼業者 E鉄鋼業調係者(耳 1加工業者 ll-2鉄耳元語、、商人， ll-3 

②鉄鋼業関係証人は以上の出かに鉄鍛業関係労働者として S.Uttley， R. Holmshaw， W 
している。
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関係証人一覧

備 考

明二四塁円14打」す幣ぽ開J主主艶4ふうP静設Z管2諜2志向山親幅醐類λ 

高府級。鋼付，属鋼資鋳料造と品し，て鋼鉄鍛ユブ量運品賃の表生提産出者。， 1871年 l1tanic Steel and lron Company 政

舶ルの用生部軸産門材，か，石ら炭舶高用級=鋼鉱鋼石部板，門=銑へボ鉄転イ換=ラ鋼8一〉。月鉄鋼=板製，品道と具い鋼う，統輪合企金，業，そ7のC他年鍛代造に鋼ベ及ッびセ鋳マ造銅銅製レ品

クランク車炉軸企，業舶"。用軸材，鍛造鋼及び鋳造銅製品の生産者， シェフィールドにおける
半導的平

電気メッキした食器 Britania'Metal等の製造業者。

商標問頴専門供出入。

幌1906高〉君は臨19じ耕後半三を騎代表持Fる続製守鉄業主者選Be?l;l望白書次主の主持BI拡TA事会。1長8。日t，星Z16著書主

鉄製品を合んだ一般輸出業者。

銑鉄支を庖中心)。とする商社〈グラスゴウとミドルズゾラに本広，スウォンジーとりパプ
ノレに

labouT_ Rules of Assoc叫tionQ/ E:刑'tl町 edtogether凹 ithIntroducto叩 Mem.n四 nゐ， T.ondon， 

Oxford， 1962 p. 13. 7) ]. C. Carr and W. Taphn品副.p. 88. 8) D. Burn， The Ec明-

British lndus.帥 d叫 sSteel and Hク;W叩 1850-1950，Cambridge， 1959， pp. 162f. 10) R 

その他〉

Wardlyが，又石炭，造船三海運業者として].Price， A. Helwelt， A. Hickmanが委員会で証言
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第2表 鉄鋼業関係同業者組合及び商業会議所一覧1)

Cleveland Ironmasters' A呂田ciation

同業者組合 N5TWhE町nrIrote pph lsaTMotf re rae EdMe nIargAnolnauSnzfSnad DacCstEItuarEuroen odrn sM，AAasnssousCof1amactat1otuEa roen rs'Associat1011 

ジ zv - i M e ldCC 
ノレド 域 |石炭製鉄業鋼鉄業刃物合金

北西海岸地域 IManch副首 c.c l綿，鉄s機械，右炭，化学薬品

スコットラ Aberdeen C. C 毛造織業物等の繊維産業中心その他と Lて鉄鋳

ンド地域 Glasgow C. C 50余りの諸産業り 1部と L 亡鉄鋼業

Birmingham C. C 製鉄業，金属=金物製造，石炭

"ーミンカ戸ム
Dudley C. C 石炭，製鉄，耐火レンガ，ガラス

Kidderminster C. C カーベットz 硫毛，鉄，フリキ
ブラック・カ

Walsall C. C パイゾ，一般金物，石炭ニ製鉄業
ントり←地域

Wolverhampton C. C 鉄，ブリキ，鋳鉄品，クギ，パイプ

Worcester C. C 陶器，皮製品，レンガ，鉄製品

Newcastle-on.Tyne C. C 右炭船 コークス，製鉄造鋼，製化鉄学，薬パ品， 造船
北東海摩地域 IIartlepool C. C 遣 ェソジン造， ルプ，セメ

ント

Bristol C. C 農機具，鉄道車両，鉄板

南地ウェーノレ域ス
Cardiff C. C 

石炭， 鉄及等鉄び鋼鋳の，輸造蒸入気船， 木材
G loucester C. C 穀の物他，と木L材て ， 塩， 石炭の輸出， そ

Newprot C. C 石炭，鋼鉄，鉄，プリキ，海運

North Staffordshire C. C 石炭，鉄，土器，陶器

Derby C. C 鉄及び石炭，綿紡業績中 レース，陶器

Batley C. C 毛=織製物鉄等業繊維産 中心， より小規模に石炭

Leecls C. C 毛織物，鉄，機此毛皮

Halifax C. C 毛織物，綿，絹ヲカ ベットz 鉄
そ 。イ由

Wakefield C. C 石炭，椀毛糸，鉄鋳造，ガラス

London C. C 卸売業を中心とした商工業全搬

Cleckheaton C. C 製硫=製紙毛業，鉄フランネノレ，毛皮，化学薬品， 石炭

Exter C. C 紙業，鋳鉄品，鉱物油

Belfast C. C りンネル製品，鉄鋳造二機械，造船

出典 FirstRetort. pp. 74-113. Second Re.向河， pp. 385-407. First R.ゅ"'τ.pp. 115-120 
注 1) 質問止の調査項目 2r地域の主要産業」に対して，鉄鋼業と図書した;6商業会議所名と主

要産業。
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していたかを鉄鋼業者の見解の分析を軸に解明しようとするものであるへ こ

のような分析は r大不況」期におけるイギリス資本主義の構造転換自体が，

1873年以降の長期不況のなかでなされた同時代人の不況認識に基づく不況対策

の所産であった，という視点に基づいている。なお鉄鋼業を分析対象とするの

は，鉄鋼業が当時の再生産過程を主導する基軸産業であり，不況の状況を「直

接的に考察するのにもっとも適合しているJ"主導産業の っとして位置付け

られるからである。しかし鉄鋼業自体の構造分析及び鉄鋼業を基軸とする再生

産構造の分析は，必要に応じて言及するにとどめ，その全面的分析は別の機会

に譲りたし、730

本稿では分析対象をさしあたって19世紀木長期不況に対するイギり λ鉄鋼業

関係者の認識を『報告書」を素材に解明することに限定したい。

II ~報告書』の鉄鋼業関係資料と分析手順

商工業不況調査委員会の目的は， r現今商工業の諸部門に広がっている不況

の程度，佐賀，ありうべ雪原因たらびにそれをす法的なも L<は他の手段によ

って緩和しうる可能性を調査し報告するJ"ことであり， 1885年 8月29日の委員

4) 我国における同報告書の分析には， 吉岡昭章 IW商工業不況調査委員会報告書』分析」川島武

宜，松田智雄編『国民経済の諸類型』岩波書官1968年，藤田暁男「イギリスの『大不況J(1873 
年 18θ6年〉に対する諸資本家の対外的対揮構想 『商工業不況調査委員会報告書~ (1886年〉

を中心に J r経常と韓首』草126号， 19往年藤本1F和「イギリス造船業経営における企業者意

識 『商工業不況調査委員会報告書~ (1886)の一考察ーJr星陵台論集Jlvol. 6， No. 1， 1973年，
井上泰秀「十九世氾末イギリスの『大不況.!l(1873-1896)の諸指標と問閣設定①Jr論究(中央

大学大学院)Jvol. 6， No. 1， 1974:年がある。吉岡崎文は， r最終報告書』を素材にした支配階級
内部の利害対立の分析，藤田論文は質品軟調査を素材にしたイギりス帝国主義諸思潮の分析，藤

本論文は造船業者の不況意識の分析，井上論文は，質問状調査を素材にした「大不況Jの総体的
把握の枠組について¢分析である。

5) 同時代人の認識を升析したものには，宮崎犀ー「いわゆる GreatDepr田 Slonの研究における

若干の遺産Jr政経論叢~ (国学院大〉第6巻第4号， 1958年，三宅義夫『マルクス エンゲノレス，

イギリぷ恐慌史論下巻』大月書1i5. 1974年がある。
6) Second Report， p. 1 

7) ，大不況」期の総体的な歴史慢については，大野英二「危機の社会的基盤J講座『近代思想史

VU 51，文堂， 1959年(同 rドイツ資本主葺論』未来社， 1965年再収〉審照。
8) Fu吋 Re拘 rt，p. 1 
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第 3表地域別銑鉄生産量の割合(%)

間|醐|閤|7|醐
Tons. I Tons. I Tons. I Tons. I Tons. I Tons 

銑鉄年産量 凶i4mmJ叫山1016，365，46017，749，250別加

平週当均り炉生当産り 凶 114611781'941 出|出
ウェーノレズ=モン 27，12 26，63 19，00 17.15 9，39 12，23 11，34 
マウス 、 ン ャ ー

スタフォードシャー 26.63 16.11 18.62 14.97 11.28 7.87 7，37 

、ン品ロプシャー 3.73 3.79 2.41 1.81 1.90 1.14 0，68 

スコットランド 25.74 24.50 24.13 20，25 16，50 13.58 12.65 
ヨータシャーウ(ェ九
トライデング シヱ 2.82 2.58 2，56 1.38 419 3，96 3，18 
7 ーノレド〉

ダーピィシャー 3.62 3.28 3.92 3.01 4，17 4，73 4，60 

カ γ ノミ ラじソ西ド海・岸ラ〉
ンカシャ 〔ゴ

0.51 4.42 6，48 11，31 16.41 19.88 19，98 

ノ‘ザ‘~，ベヲ γ ド

デダラム・ノ〈ー北ス東海岸ラ〕ィ
9.18 17，22 20.99 27.31 32，20 31.19 32，08 

インク

リンコノレ y= 0，19 0，53 1.25 3，02 4，99 5.83 
ノーサンプトン

そ の 他 0，60 1.28 1.36 1.56 0，94 0.48 2，29 

1 100，00 1 100.00 1 1∞∞ 1 1凹叩 l 'ωω 1 100.00i1叩 00

出典 L. He11. Statement relating旬 theIr四1 Trade of the UnIted Kingdom， p. 9， Table 

1， Part H， in Second Report， Part 1， p. 320 

第4表地域別鋼鉄生産量四割合(%)

1 1879 1 1田O 1881 I 1882 I 1883 I 1脳 1 1885 

鋼 鉄年産量 1 100叫捌 I 1773 1 2叩|捌 1 1772 1

'

凹 7

sゥ T ールズ 33.4 32.8 27，2 29.1 

スコ γ トランド 5，0 6.6 9.4 10，1 

"t 東 海 岸 8，5 11.4 15.2 15.8 

北 西 海 岸 29.2 25.2 23，3 22.0 

シェフィーノレド 22，9 23.0 24，0 22.0 

そ の 他 1.0 1.0 0，9 1.0 

出典 ]. C. Carr and W. Taplin. ibid.， p. 108. Table XIIr 

注 1) 年産量 1=1000 t 

31.9 30.4 30.5 

11.1 12.1 12，8 

15.7 17.0 19，0 

23.4 24，3 21.7 

16，2 14.0 14.9 

1.7 2，2 1.1 
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会発足から86年12月22日の「最終報告書』完成までの16ヶ月間の調査活動は，

各種証人(官公職者，特定業種及び地域代表者〉に対する審問，各種関係者及

び団体〔地域別商業会議所，業種別=地域別同業者組合，労働組合，学識経験

者，在外公館〕に対する質問状調査からなっているへ このような調査活動に

よってえられた資料のうち鉄鋼業者及びその関係者の不況認識を分析Lうる資

料は，鉄鋼業関係証人11名の証言及びその際提出された統計等の付属資料(第

1表参照)，業種別=地域別同業者組合への質問状調査のうち鉄鋼業関係5組

合叩回答，地域別j商業会議所への質問状調査のうち鉄鋼業を含む?とする26会議

所の回答である， c第 2表参照〕。

鉄鋼業関係証人11名は，鉄鋼業者5名，鉄鋼業関係業者6名(鉄商人3名，

金属加工業者2名， その他 l名〕という構成であるが，全国規模の同業者組合

であるイギリス鉄鋼業協会 (BritishIron Trade A<;sociation) 1引を代表する

証人サー・ローシャンロベノレ (SirLowthian Bell)を除いて各証人は，基本的

に特定地域の鉄鋼業の利害を代表する立場で証言Lている。それ故証人の地域

別構成がヨリ重要となる。シェフィーノレド地域6名，バーミンガム地域2名，

北西海岸地域 1名，スコットランド 1名，これが証人の地域別構成である。こ

の構成の問題点は，内陸部とくにンェフィーノレド地域への証人の偏在であり，

イギリス銑鉄生産量の地域別割合を表示した第3表及び鋼鉄生産量の地域別割

合を表示した第 4表に端的に示されるように，大生産地域である北東海岸及び

南ウエールズ地域を代表する証人がし、ない点にある H)。

9) イギリス議会における諸問題白調査=樟討方式については，昔岡昭彦『イギリス近代史研究の

方法的再樟討」柴田三千雄，松浦高嶺編『近代イギリス史の再検討』お茶の水書房， 1972年， 64 

ベージ審照。

10) BITAの基本的性格について，ベックはドイツ鉄鋼業者連盟 Vereindeutscher Eisen-u乱d

Stahlindustriellerに相当する利益団体と規定している。L.Beck， Die Geschichte des Eisens， 

Funfte Ab.， Braunschweig， 1903， S. 957 中沢護人訳『鉄の歴史』第5巻第4分冊，たたら書

房. 1973年ー 65ベ ジ参陪t BITAの設立証ち畠については D.L. Burn， Economic Histo叩

of Steel-Making 1867-1939，London， 1961， pp. 31f.参照.

11) 註人選訳の基準が不明確であるが，甫ウヱールズ地域の利害を代査する韮人目史落は，同地壇

が19世紀後半イギリス「製輩埠震の性格におけるほとんど完全な草命の例を提示するJ(L. Bell， 

Statement relating to the Iron Trade of the Unitcd Kingdom， p. 25， in Second Re.抑 τノ
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証人構成のこの問題点を補う資料として，同業者組合・地域別商業会議所へ

の質問調査の回答を利用する。

質問状調査は， i先の時期に比較してこの国の商工業の既存の状態について

の事実を引きだすJ12}ことを目的に， 商業会議所に対して14項目，同業者組合

に対して12項目の質問から構成されている'"'。不況の実態を把握するために，

1) 1865ー 70， 70-75， 75-80の各時期と比較して最近5年間の取引量1 取引

額，純利潤，投下資本量， 雇用量に関しての産業状況， 2)最近20年は平均水

準以上か以下か， 3)現時点は不況といえるか， 4)不況ならばその開始点，最

低点，その支配的特徴，の 4項目について考察 L 不況の原因については，最

終項目のゆ資本・労働関係。変化， b)労働時聞の変化， c)生産者分配者

消費者の関係の変化，め価格の低下あるいは価値標準の騰貴， e)通貨と銀

行法則の状態，。信用の制限あるいは膨張， g)過剰生産， h)外国競争， k) 

外岡関税主奨励金， 1)税金問題， m)他の市場との安流， n)労使関係立法，

0)土地関係立法，に対する各団体の回答を検討する。

このような資料分析において，最初に鉄鋼業の全体構造に対する当時の認識

を明確にするために全国規模の同業者団体イギリス鉄鋼業協会を代表するベル

の不況認識を分析する。これによって分析視点を明らかにし， ζ の視点に基っさ

いて各地域毎の不況認識を検討してみたい。その際に考慮すべきことは，地域

内及び地域間での鉄鋼業者間，鉄鋼業者と商人，商人間，鉄鋼業者と加工業者

との闘の不況実態とその原因把握の相違を明確化Lてゆく視点の保持である。

¥p. 323.)だけに問題であると考えざるをえない園北東海岸は，置接的に地肱利害を代表する証人
はいないが， BITA会長ベノレがミドノレズプヲの製鉄業者であ h 又委員会委員 D デェイル

(D. Daleサンダ ランド鉄鉱石会社社長〉と C パーマ (C. Palmer北ダラム船主， 製鉄
業者〕り2名が委員会に地下成利害を反換すると考えられるa

12) First， Retort， p. 5 
13) 宜問状調査の主体については，商業会議所 FirstRetort， p. 73同業者組合 FirstRe拘 叫

p. 114 
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111 イギリス鉄鋼業関係者の「大不況」認識

(i)イギリス鉄鋼業協会の「大不況」認識。

イギリス鉄鋼業協会々長ベんは， 1885年現在鉄鋼業が不況であり，その不況

が世界中に広がっている (No.1984， 1992) 14lと証言する。第 1図で示される

銑鉄生産量の推移からベルは， 1870~73年生産量の増大期， 1873ー 79年生産量

の停滞期， 1879~83年生産量の急激な増大期と以上の 3 期に時期区分する (No.

1939) 0 1879~83年の「異常な変化j の時期は，増大した需要に対して供給手

段の拡張が世界的レヴェルでなされた時期であり (No.2076)， 現在の不況は

16C 
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140 

13C 
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110 
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90 

第 1図銑鉄生産量の推移 (1873年=100)
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8700七L干i〆，rJJih増// 大期伽

1870 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 

1) L.Bell， Statement.， P.58.， TableXXV， in Se凹吋 Reporf. P泊4
2) 上記を 1873年￠盟批生産量~1凹として図式化
3 )イギリスの生産量ー一一イギリス以外の生産量一一一全世界の生産量→→ーで表示

14) 証言。2要約及び引用につい口九その典拠乞本文中に証言番号で指示，.る.
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「異常な変化」に対する反動であり，さまざまな製鉄国間の競争に媒介された

過剰生産の発生を基本的な原因とした不況であり，それと同時に発生した消費

の下落によって強められた不況である (No.1985~89)'目。

ベルは i異常な変イじ」と現時点の不況の基礎を，イギリス鉄鋼業と諸外国

鉄鋼業との生産・供給及び消費・需要の相互規定的連関から以下のように把握

する。

19世紀後半イギリス鉄鋼業の生産構造は，鉱石の新開発に基づく主要製鉄地

域聞の過度競争を伴った急激な新旧交代及び錬鉄から鋼鉄への転換によって特

徴づけられる川。

主要製鉄地域聞の新旧交代とは， 前掲第 3表に示される北東海岸 (70年

27_3P0→84年32.1%) 及び北西海岸(l1.3~百→20.0%) の生産増大に対するウエ

ールズ (17.2%→11.3%)及びスタッフォードシャ(15.0%→7.4%)の生産下

落に代表されるものである (No.1924) 17)。 ベノレは， 現在の不況との関連でこ

の製鉄業の地域的移動に伴う 時的過剰生産の発現とその継続性を示唆する

(No. 1933-34)。

この地域移動と連関して展開されたのが，錬鉄から鋼鉄への産業内構造の基

軸の転換である。この転換に伴う諸影響は，第 1に鋼鉄需要の増大がもたらし

た銑鉄への影響，即ちへマタイト銑需要の増大，普通銑との価格差の拡大，輸

入鉱石の急増，塩基性法の導入 (No目 1955-61)18'であり， 第 2には錬鉄自体

15) ベルは73年以降を連続的な不況と捉えているのでなし 72-73年の活況に対する市午代不況と
79-82年の活況に対する 80年代不況と両者と別々にとりあつかっている。そして79年を鉄鋼業
にお叶る一種の転換点と捉え， ぞれ以降を新たな局面と把握していると考えられる σ'1"0. 1977， 
2115-16)。

16) L. Bell， Sta比四回1.， p. 35， in Second RePorτ" p. 325参照。

17) 鉄鋼業の地域移動に関しては， H. G. Roepke， Mσ開 mentsof the British Iron and Steel 
lndt必tη 1720-1951.Urb叩 a，1956， pp. 59-93参照。

18) 塩基性法導入に関するベルの認識は以下のようなものである。 I合燐銑鉄を鋼に転換するコス
トは，へマタイト銑を鋼に転換するコストより l'で8，から 10，高いので<1""0 今もしクリ
ープラソド銑が少〈なくと 4へマタイト輯土り 8，から 10，安〈ないならばz 精鋼業高ほ.IR 

レ生産方法を選ぶJ(No. 1961)。 したがって価格レヴェルで捉えていたと考えられるa なおド
イツにおいて塩基性法が急速に導入さ札たの陪， 合燐識とへマタイト銑の価格差が 20s以上ノ
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への影響，即ち可鍛鉄に占める鋼鉄の割合の急増 (No.1957， 3555)，ハドノレ炉

の急激な減少1875年7575基から84年4577基へ (No.1971， 3556)'''. 錬鉄の鉄

レールから舶用鉄板への生産部門の転換 (No.1971) である。

ベルは， 19世紀後半イギリス鉄鋼業の生産構造の変化を以上のように捉える

と同時に消費構造の変化を次のように把握する。

第 5表国内銑鉄消費量内訳 (1=1000t) 

|鉄道〈内新線) I造 船|パイプ鋳造|その他| 計

1878 499 (154) 401 250 2，207 3，357 I 
79 609 (222) 384 250 1，322 2，565 

B日 462 (131) 390 250 2，172 3，274 

81 336 ( 84) 579 250 2，213 3，428 

82 511 (161) 763 250 2，039 3，563 

83 356 ( 66) 860 250 2，056 3，522 

84 491 (149) 611 250 2，011 3，363 

出典L.Bell， Statement， p. 46， Table XVII in Se，ιond Re卯吋， p. 331 

注鉄=鋼の諸形態を銑鉄に換算

第 5表に示きれるようにイギリス国内銑鉄消費構造は， 従来の鉄道用資材

(79年60.9万 t→83年3丘6万 t)中心から造船用資材 (79年38.4万 t→83年86.0万t)

へと変化した。その造船用資材の消費も84年には61.1万 tに下落した。 これは

造船部門の82-83年の高揚期における過剰生産，それに伴う海運業部門の運賃

収入の下落と払官自の遊休化によって造品需要の大巾な下落が発生したからであ

る σ'0.3538-42)。しかしイギリス国内銑鉄消費量t丸 第6表に示されるよ

うに76年346.1万 tに対Lて84年336.3万 tとすでに76年以降停滞しており J そ

の聞の付加的生産は，輸出という形態で諸外国によって吸収されねばならなか

、あったからだと， ドイツ<;;特昧生を指摘し亡いる'r...BeU， S四回n甲t.，p. 1問 inSecond 

Rξ卵吋， p. 348イギリスの塩基性法潜入の遅れについては， 高橋哲雄『イギリス鉄鋼独占の研
究』ミネルヴァ書房1967年， 1らー16ベジ， 19-20ベジ注白書照L

19) イギリス0場合， 1回6年に錬鉄 (161.7万t)と鋼鉄 (226.4万のとの生産量は，逆転する。
B. R. Mitchell， Abstract of Bn"tish Historical Statistics， Lond岨， 1962， pp. 135 f参照@
ベルは， 1885年末町時点で観酷の執抽な韓存令指鳴する. ぞLてその韓謀基盤について 1)消

費者(鍛冶墨〕がその処理になれている。 2'一般目的用D非常に小口の大量販売が存在する，
の2点を指摘している.L Bell， Statem血 ts.，pp. 54 f. in S，比四，dR句同月， p. 333参照。
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連 合

第 127巻第4.5号

第 6 表

王 園

総産C1 ) 量生 I 輸仁Z 純出〕量 I 在調C3J庫整 I 国E消4費内〕 純量 EE2S〕/コ/ E13 

1870 5.963 2，491 58(2 %〉

71 6.627 3，867 ト.)334 3，094 58.4 

72 6，741 4，144 I [-)486 3，083 61.5 

73 6，566 3，770 H 52 2，847 57.4 

74 5，991 3，234 H 22 2;777 54.0 

75 6，365 3，088 87 3，190 48.5 

76 6，555 2，6.52 442 3，461 40.5 

77 6，608 2，813 355 3，440 42.6 

78 6，381 2，737 287 3，357 42.9 

79 5，995 ::l，385 45 2，56S 56.5 

80 7，749 4，428 47 3，274 57.1 

81 8，l44 4，521 195 3，428 55.5 

82 8，586 fi，183 [-)160 3.563 60.4 

83 8，529 4，914 93 3，522 57.6 

84 7，81l 4，308 140 3，363 55.2 

諸 タト 園

C6J (7 ) (8) 

C4〕//E 
1) 生産量 消費量

41(8 %〉 5，602 9，074 

46.7 5，837 9，704 

45.7 7，604 11，748 

43.4 8，123 11，893 

46.4 7，530 10，764 

50.1 7，268 10，356 

52.8 6，884 9，536 

52.1 7，237 10，050 

52.6 7，710 10，447 

42.8 8，053 11，438 

42.3 10，328 14，756 

42.1 11，133 15，654 

41.5 12，140 17，323 

41.3 12，534 17，448 

43.1 12，469 16，777 

出典 L. Bell， Staternent.， pp. 2ι28， in Second Re;拘 rt，pp. 325 f. Table V， VII， VII (A) 

(1~1000t) 

注 1) U K 純輸出量二UK粗輸出量十機械類での鉄輸出量 U.K輸入量

2) U K 圏内純消費量~UK 総生産量一UK純輸出量土在庫調整

3) 諸外国の総消費量=諸外国の生産量+U. K 純輸出量

4) 鉄，錦酷，鋼鉄等の諸形態を帥銑にさ集算

った (No.1978)加 。

このようなベノレの認識は，イギリス鉄鋼業の世界市場への依存性を端的に示

20) このようなベルの市場把握は， rw大不況』期 にイギリス鉄鋼の市場における重心が，海外

市場から園内市場へと移動したJ(中川敬一郎 r'大不況』期のイギリス鉄鋼業 その生産力的

停滞と国際的後退の要因について J w世界経済と日本経済』有斐閣I 1956年8ヘ ジ〕そ札

は年代末以降の傾向で85年には輸出が錬鋼生産量0)26%へ減少したという中川論士に代表さ

れる通説と明らかに相違している。これは，ベルが機械類の輸出を鉄の輸出として処理した点，

文中川論文の依拠した Burnham& Hoskins rJ)統計が，在庫調整Eび銑鉄換草されてない点な

どによるものと考えられる.しかし本稿の骨折に之ーってより重漫なと左は.85-86年の時点で当

時自鉄鋼業界叩代表が輸出市場、の位存志向を保持していたという点である T.H. Burnhalll 

& G. O. Hoskins， Iron and Steel in B問 tain1870-1930:London， 1943， pp. 56f 
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すものである。したがって問題となるのは，諸外国の生産と消費の動向であり，

イギリス鉄鋼業自体の世界市場でり競争力である。

諸外国の銑鉄生産量は， 79年805.3万tから84年1246.9万tへと79年以降急激

な増大を示しており，ベルはこの増大を， ヨーロッパにおける新鉱石の発見"九

従来イギリスから輸入Lていた鉄鋼製品の自国での生産及び鉄道を軸とした需

要の急激な拡大に導びかれたと把握する (No.1946-47)。

このような諸要因に噂かれた諸外国の生産量の急増は，生産力の鉄需要以上

の増大によって過剰生産を発生させた。現在の不況では，イギリス以上の諸外

国の生産力の大巾な増大から不況の基本的原因である過剰生産が，さまぎまな

製鉄国聞の競争(諸外国が自国市場及び中立市場でイギリスの競争者となる〉

という形態で発現じた (No.2015-16)。 しかも不況は世界の鉄消費の下落，

特に鉄道目的の消費の82年626.6万 tから 84年498.6万 tへの下落によって強め

られた (No.1989-91)。

残きれた問題は，イギリス鉄鋼業自体の世界市場での競争力であり，競争者

としての諸外国の競争力に対するベルの認識である。

イギリスの最大の競争者であるドイツ鉄鋼業の発展とその競争力についてベ

ノレは，次のように証言する。イギリ旦に対するドイツの享受している有利性は，

低率の鉱区使用料・地代， ヨリ安価な労働である。しかしその有利性は，運搬

コスト，労働の効率性によって中立化される (No.2064)。 したがって「ドイ

ツにおける巨大な発展は輸入関税によって助けられた便益によるJ(No. 2066)。

この保護関税がドイツ鉄鋼業者に国内消費分野で大きな利潤を実現し ζ の利

潤を基盤にドイツは輸出価格を下げることによって，イギリス植民地市場及び

中立市場で競争しているが口九低価格期において輸出貿易が利益的であること

21)' 1880年代初頭の新鉱石の開発が， ト マス法との関連で進展したという点については， L 
Beck， ibid， S. 1001前掲邦訳112へとP参照w

22) ドイツ(ヴェストアア レン〕の鋼レ ル生産者は lt当り関税で 25s， 運輸コストで 10，
合計 35，イギリス(ミドルズプヲ〕の生産者よ h有利になる主ベルは計草している. 主ドイ
ツ圏内の鋼レール価格と輸出価格の差は 40，であると指精している o L. Bell， Statement.， p 

116 in Second Re1旬吋.p. 348 参E戸市
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はほとんどなく， ドイツが全体として首尾志〈競争しているとはいいえないと

(No. 2080-82)則 。

イギリエ鉄鋼業自体の競争力についてベルは. r輸出のために我国でなされ

ているより安価に鉄を生産し船積みする状態に外国製鉄所をおくことは不可能

だと思う」叫とその優位性を指摘する。

(ii)地域別鉄鋼業関係者の「犬不況J認識

a γ ェフィーノレド地域

質問状調査に対してシ z フィールド商業会議所は， 1885年12月現在が「明ら

かな不況」であり，開始点が83年であると回答する2日。これは， 65-7Q午「着実

で漸新的な取引の時期j， 70-75年を73年半ばにその頂点に到達した「犬イン

フレ期j， 75-80年を78年未頃に強められたインフレ後の「反動期」ととらえ，

この反動期を中心に76，77， 80， 81， 82の各年を平均水準と把握したからであ

る。 83年以降の不況期を内包する80-85年期は，先の時期と比較すると取引量

の拡ズと利潤・取引額・投下資本量・雇用量の低下によって特徴づけられる。

不況原因として会議所は，労働時間の変化，価格の低下・価値標準の騰貴，

過剰生産，外国競争，外国関税・奨励金，他の市場との交流を指摘す7る。これ

と同時にシェフィールド地域独自の不況要因として運輸コストの問題が指摘さ

れるG

商業会議所の回答を補う証人J.W ディクソン(J. W. Dixon)は，現時点

が強力な不況であり，それが76年に始まった。その契機は「ロシアがイギリス

銅レーノレに巨額の関税を課した。 …一般にその時以来減少傾向があったよう

に思う j (No. 1432) と会議所の見解を補足して小況の底流がお年以前に始ま

23) I大不況」期を中心としたドイツ罫鋼業については，大野英二『ドイツ金融資本成立史論』
有斐閣， 19日年， 64-85ヘ ジ， 同『ドイツ資本主義論Jl144-150"""ージ，藤瀬浩司 n9世相

末 r大不況』下におけるドイツ製鉄資本の蓄積条件と政策一一「鉄工業アンケート~ E四回一
Enqueteの分析を中心として I W調査と資料JlNo. 56. 1975年事野正

24) L. BelI， Statement.， p. 163， in S!町 'QndRej;四7:， p. 361 
25) Second Repo爪 pp.406f 
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っていることを証言する。ディグソンは不況原因として 1)諸外国によって課

せられた保護関税， 2)同品質で安価に生産する外国競争者の存在J を指摘す

る (No.1439)。特に問題とするのは第 2の競争者の存在である。 これは中立

市場での競争にイギリ λ が敗退しつつあるという認識に基づくものであり，こ

の認識はイタリヤ鋼レーノレ市場におけるイギリスとドイツの競争において，

イタリヤがヨリ安価なドイツレーノレを買っているという点に規定される (No.

1438)則。 こりドイツとイギりスの競争力の差は， イギリス労働者の高賃金及

ぴ短い労働時間による (No.1440)。 個別シェフィーノレド地域の場合は， これ

に加えて法外な鉄道運賃の問題が他地域あるいは諸外国と比較してハンディキ

ヤヅプとなり， 鋼レーノレの生産放棄の原因となったと証言する (No. 1352， 

1357-59)。

このような商業会議所及びディクソンの見解に対して専門の鉄鋼業者の不況

認識が次の問題となる。

sォズボーン(s.Osborn)は./ェフィーノレドの鉄鋼業の特色を銑鉄の移入

と鋼鉄の生産・加工という点で把握する。鋼鉄生産の原材料となる銑鉄・錬鉄

をスウェーデン， ロシアから輸入又近隣で生産されたヘマタイト銑をも購入し

ており (No.3404)， シェフィーノレド自体の銑鉄生産は段々海岸地域へ移動L

つつある (No.3405)。 これは製品及び原材料の運搬における内陸部のハンデ

ィキャップによるもので，重量部門での運搬コストは販売価格の大きな項目を

26) イタりヤ鋼νール市場の状況については，第1表幸田ゆ
第1表 イタリヤへのレール輸出 (t)

|イギリ λ| ドイヅ iω-[ オラ γf[~ ト y 子
1879 31320 1255 16574 3148 15 

80 21500 925 23376 350 5125 

81 29637 21 29358 1283 8 

82 54893 2212 27594 42903 996 

83 61672 23979 18692 10593 558 

84 34707 22119 25242 5048 9819 

出典 SecondReto叫 PartII pp. 233 f 
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形成するからである σ'0.3264-65)。 鋼鉄部門にも同様の立地上の問題が発

生する。大量の熟練労働の集合，技能の継承等の必要な部門がシェフィールド

地域にとどまるのであり，簡単に移動しえたのは熟諌労働が製品コストの非常

にわずかな割合を形成する鋼レールのような部門である (No. 3266-67)。 し

たがって γ ェフィーノレド鉄鋼業は，熟練労働の必要度の高い特殊高級品を中心

としたものにならざるをえなL、。

オズボーンは，このようなシェフィールド鉄鋼業にとって現時点が不況であ

り (No.3363)， この不況が恒久的なものか，一過性のものか意見を形成する

のは困難な問題である (No.3275) とLながらも，需要の悪化によるもの亡そ

れは国内，国外の両需要の縮小によるものであり (No.3364-65)， そして国

外需要の縮小はアメリカ， ドイツ，フラ Y ス，ス4 インの外国関税の影響であ

り， それが不況の大きな原因である (No.3339-40) と主張する。

J.D ェリス(J.D. Elliめは，鉄鋼業の現状を銑鉄，錬鉄，鋼鉄の各部門

に分けて証言する2円。

銑鉄部門では， 1872年以来生産が増加してきたがここ数年減少している。こ

の生産の減少は， i販売の困難の結果J(No. 3182) であり，需要の欠如に基

づくものであり，他の地域との競争に敗けたので販売できなかったのではなし、。

「銑鉄において 般的不況があったからだJ(No. 3184)。

錬鉄部門は， もっとも繁栄していない部門であり (No.3178)， 多くの鍛造

所が閉鎖されている (No.318η。 しかしこれは錬鉄から鋼鉄への転換という

構造的なもので不況ではなく錬鉄部門に進出していた資本にとっての災難であ

る (No.3190)。

鋼鉄部門について鋼レール及び舶用鋼板生産の先進地であったシェフィール

ドは，ヨリ安価に生産できる北西海岸，北東海岸と競争できないため両部門か

撤退せねばならなかった (No.3204-5 )。 現在シェアィールドに残存してい

27) エリスは鉄鋼業の不況開始年について明示していないが，鉄鋼業不況に串響を受けたとする石
炭部門についτ，1875-76年不況開始と証言している (No.3008)ロ
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る部門は，道具鋼，鋼輪金，車軸鍛造品等の大量の技術を必要と?る部門であ

る (No田 32日6)。 とのような現状においてエリスは，アメリカ， ドイツ，スベ

イン等の保護関税国市場での取引の防害と取り逃がし又イギリス植民地市場へ

のドイツの参入という形態で世界市場レずェノレでの競争が激化していると指摘

L (No. 3207-09). この競争激化が一般的不況の原因の一つであると規定す

る。

高級綱の生産・加工業者 T.E ヴィッカーズ (T.E. Vickers) は，土甘塙鋼

による鋼板，鋼棒部門について，現時点が「大不況」であり (No.3412). そ

の原因がイギりスに対する高関税であり， これによっ亡アメリカを軸とする海

外市場が閉鎖されたからであり (No.3413， 3416)，この結果ンェフィーノレドに

生じたものは，取引額の大巾な下落 (No.3418) と失業の増大 (No.3424)で

あると証言する。

大陸間航海用エンジ Y シ十フトを中心とする超重量鋼部門は. 1860年代末か

ら発展してきた部門で「鋼鉄業におけz他のクヲ 1の製造によ旬もヨリ科学的

な知識を要するJ(No. 3493)。この部門の製品は製造コストの非常に高い高級

品となる。したがってシェフィーノレドの他部門で問題となる運搬コ旦トはあま

り重要とならず (No.3494)， 外国関税も製品の質が必要とされるところでは

厳しく作用しなかった (No.3444-45)。 それゆえ，不況は鋼鉄鍛造でな〈錬

鉄鍛造部門に発生した。この不況は鋼鉄と錬鉄の代替競争と過去数年間の活況

に対する反動である (No.3504-07)。

刃物業者 C.ベルク(c.Belk)は3 現時点が不況であり (No.2665)，それ

は1874年以降のものであり，最近 2，3年がより顕著乙なっている (No.2668) 

と証言する。この不況は， 1)労働者に対する雇用の欠如， 2)資本に対する報

酬の不十分性に示される (No.2666)。 しかしその根本的な原因は，需要の一

般的欠如であり (No.2669)， 1) 70-74年の大インフレに対する反動， 2)農

業不況に起因するものである (No.2691， 2874， 2893-96， 2933)。需要の欠如

は競争の激化をもたらす。刃物部門の場合ドイツ， 7メリカとの保護関税国市
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場での激しい競争， 中立市場での普及品及び劣位品分野での限定された競争，

イギリス国内市場での競争は実質的なものではないと競争度合の相違を指摘す

るのo.2879-80)。

b北西海岸

北西海岸を代表する大統合企業の総支配人 J.T.スミス(J.T. Smith) は，

1885年現在の不況が82年に始まったことをへ7 タイト銑部門について， r我々

はそれ (83年以降の取引量の減退〕を低めの価格の結果不況期と呼んでいます。

産業の進歩は顕著であり，又需突の増加も顕著でした。しかし我々は1882年に

購入者を見出すことの出来た以上正供給するという状況に落ち入り，価格が減

少LましたJ(Nu. 2198)と証言する。製銑段階での不況実態は価格の下落と

取引皇の減退であり，その原因は過剰生産であるという認識である。スミスは

この過剰生産の基礎を，地域，国民経済，世界経済レヴェルでの鉄鋼業の再生

産構造の変容との関連で次のように証言する。

1869年に始ま司たベッセ 7 ←鋼部門の重要性は.前提としてのへマタイト銑

部門の確立及びその基盤としての59年以降のへマタイト鉱の重要性の確立と相

互規定的にイギリス鉄鋼業における北西梅岸の地位を確立する (No. 2184 

86)。 しかしこれは，第 1に69年以降急増するスベイ Y鉱石輸入によって防害

され始める (No.2186)。 この輸入鉱石の69年9.9万 tから84年256.8万tへの

増大は町へマタイト鉱の国内市場での低価格と独占的へマタイト鉱供給地とし

ての北西海岸の比重の低下をもたらし北西海岸地域内での鉱石消費を余儀な

く し のo.2213)， それと同時に輸入鉱石消費地である南ウエールズ，グリー

プランド，スコヅトランドとの地域間競争を激化させた (No.2199)。 第 2に

塩基性法の導入。これはへ 7 タイト鉱・銑の輸入によってベッセマー銅を生産

していたヨーロッバ，特にトイツの鋼鉄生産の経路を変更させ，自国鉱石での

トーマス鋼生産を可能にした (Nu.2199-2203) "'0 イギリス国内でもクリ

28) ドイツ鉄鋼業のト マス鋼生産と不況の関連については，大野『ドイツ金J融資本成立史論~/'
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ブランドの塩基性法導入によるベッセマー鋼とトーマス鋼との競争の可能性を

生みだした (No.2207)初〉。 換言すると，輸入鉱石の増大及び塩基性法の導入

に伴うイギ日旦鉄鋼業の蓄積条件の変化が，銑鉄不況の基盤であり，それは84

年段階でへマタイト銑の54.9%を生産する北西海岸にとってその優位性の崩壊

であり，不況の深化であったと把握L直すことができる。

スミスはへ7 タイト銑部門での過剰生産による不況という認識に対してp 鋼

レール部門では需要の縮小による不況という認識で証言する。

「不況は価格が低いことにある。しかしその特妹な取引〔鋼レーノレ〕におい

て我々が持っている取引量は， 2， 3年前にあったものの半分以下である乙と

が主であるJ(No. 2487)。そしてその影響は工場のハーフ・タイム操業にあら

わされる (No.2490)。 したがョて鋼レーノレ部門の不況実態が低価格と操業皮

の低下であり，その原因が需要の縮小であると主張するのである。この需要縮

小の根本原因が「外国競争の結果?な<J (No. 2492)'''，ヨーロッハ及びアメ

日カにおける鉄道業が大いなる発展期をすでに経過してしまったからであり

(No. 2496)，文鉄道を敷設しようとする人々には支払い能力がないからである

(No. 2498)。したがってスミスは鋼レール部門の不況原因を，支払い能力のあ

る需要が欠如しているからだと主張するのである。

cパーミンガム=ブラック・カントロ一地域

ブラック・カントリー地域の 3商業会議所は，質問状調査に対L次のように

、79ベ ク，同『ドイツ資本主義論~ 144へージ毒照。 同時代のイギリス鉄鋼業者は， ドイツ鉄鋼
業者が73'f者之慌後。不況を 1ーマス法導入に伴う強蓄積を積杵として切り技けようとした等の視
点を樺持していなかったと考えられる.前掲注18:参照。

29) ベッセマー銅製造業者であるスミ λは， ト マス法につい C現時点己は非帯に限定された範囲

だがトーマス法によって製造しえない分野がある。しかし近い将来克服しうるだろう (No.2214 
15)， Y.鋼ν ルの分野ではすでに品質ではな〈価格カS問題となっている (No.2276-77)とそ

の競争力を評価している。
30) この時期，外国(ドイツ ベルギー〉との麓争は，国際レ ルシンジケートの成立によって制

限されていた9 このジンシケート自体が不況に対する 1つ白対応策で 次稿の研究課題である。
徳江和雄「第一次大戦前イギリス転伊鋼部門の景気循環過濯における『生産の集積』と『独占形
成JlJIi土地制度史学』第59号， 1973年，喜照@
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回答する 81)

1885年現在が不況であり， その開始期は75， 76年であり 70ー75，76年の

「異常な活況」の直後からほとんど連続的な不況であるc 現在の不況状況は，

雇用量，取引量，取引額，純利潤の各指標において80-85年期が先の時期より

下落しており，不況の 層の深化と全期聞を通じての利潤の欠如を指摘する。

不況原因については，外国競争，外国関税，外国競争との関連でのイギリス

労使関係，価値標準の混乱，購買力を下落させる農業大不況が提示される。当

地域独自の問題としては，内陸部という立地条件及び鉄道会社による独占運賃

に規定される運搬コスト問題が不況要因として回答されている。

このような質問状調査から把握Lうる不況認識に刻して，パーミンガム商業

会議所の代表であれ又輸出業者である証人H.L ミェラ (H. L. Muller) 

と W.W. ロ←ド (W.W. Lord)は，その不況認識をヨリ明確に次のように

証言する。

ミュラーは， r確かに不況です，特に価格左利潤に関連Lて。取引量は過去

数年間ほとん E同じ水準にとどまっていますJ(No. 1511) と不況の基本的特

色を指摘する。そして剥潤が影響をうけたのは r国内文海外の競争のため

に，その価格を削減せねばならなかったJ(No. 1513) からと規定する。園内

競争はパーミンガム自体において発生し これは「巨大な利j聞に誘われた」

(No. 1560)新資本参入のためであり， 11873年とその数年間に彼ら C新参入

者〉が，大きなプラントを設備L，大規模生産を準備したJ(No. 1563)， これ

が不況原因となる過剰生産を発生させたと証言する (No.1561)。 そして需要

縮小による不況という考え方に対して， rそれ【需要〕は， 1875年及び1876年

以来減少した。しかし現時点と1870年及び71年に先だっ年と比較するならば減

少していなL、J(No. 1570) と反論する。 さらに|過剰生産は同時にきた外国

競争に 4って作り出されたと思いませんか」との質問に対しても rし、いえ，

31) Birmingham C. C. (First Re/X)rt， P.117)， Wolv~rhampton G.c. (ibid，p.115}Walsall 
c. C. (Second Report， pp. 407 f.) 
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それがEのように作用するのかわかりませんJ(No. 1562) と証言し， ドイツ

保護関税に対しでもそり影響をほとんど認めない (No.1586-88)。 したがっ

て不況の基本的原因である過剰生産が主として園内的要因によって形成された

と主張する。

ロードは. r取引量が下落したばかりでなく利潤も減少したJ(No. 1511) 

と不況実態を把握し， ミュラーと実態認識が相違していることを表明する。しー

かもその取引量の卜落が外国競争によるのかという質問に対して. rそれは非

常に大きな要因，事実主要な要因だと思いますJ(No. 1571) と証言して外国

競争を前面にとりあげている。 ロ ドによると取引量下落に示される需要縮

小は. 1)外国購買力の下落， 2)諸外国自体での安価な生産のためである

(No. 1574)。 ヨリ具体的にはイギ '1スの生産者から買う代りに自国の生産者

から主主して買勺ているからであり， r以前はパ ミンガムだけが世界の供給

中心地であった多くの産業は， いまや4ないし5ヶ国聞の競争に広がったj

(No. 158めからである。 さらにドイツに代表される保護関税の影響も禁示的

なものと証言するくNo.1588)。 換言すれば，パーミンガムり世界市場独占の

崩壊がパーミンガムに対する需要の縮小であり，それによる不況というのがロ

ードの不況認識である。

ミーミンガムを代表する 2証人の見解は以上のように相違するが，諸外国と

の競争に対する認識は類似しており，逆に他地域とは明らかに相違した証言を

している。即ち中立市場，植民地市場ばかりでなくイギリス国内市場へのドイ

ツ製品(クギ，針金等〉の参入が，イギリス商人による仲継貿易と同時になさ

れていると (No. 1793-95)。

d λ コットランド

銑鉄を中心とする鉄商人 W.A ドナルドソン (W.A. Donaldson) は. 85 

年を不況であり (No.2527)， その不況が79年からの取引量の連続的増大の絶

頂点82年に始まったと証言する (ND. 2549. 2569)。 との不況は目取引量，価
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格，利潤に関しての不況であり (No. 2528)， その実態が 82年から現在ま

での欽輸出貿易量の25%減少 (No.2538)， 輸出貿易額の25%以上の下落に示

されると主張する (No.2547)0 79年以前の取引量について「下落していた」

(No. 2570) としか言及していないので不明であるが， 82年以降の不況につい

て長期性・恒久性をもたらすような新たな原因があるかとの質問に対して，

「現在の不況は， 我々に対する関税の存在によって強められていると思う」

(No. 2573) と証言する。 さらに82年以降閉鎖された市場としてアメリカ， ド

イツ， ノランλ ，ロ '/7を提示する (No.2561)。 したがって諸外国の保護関

税とそれによる市場閉鎖が，不況の特殊原因として指摘される。

世界鉄鋼貿易におけるイギリスの相対的下落の一般的原因と Lてドナノレドソ

γは，鉄鋼業自体が過渡期であるとし、う認識のもとに 5"，の原因を主張する。

1)塩基性決の流布. 2)労働時間， 3)鉱山規制法. 4)鉄道運賃率， 5)鉱区

使用料 (No.2592-2603)。 これらの原因は製品コスト決定要因であり，イギ

りスの競争力の庄倒的優位性崩壊を示すものである。具体的には， ドイツのイ

ギリス植民地市場への鋼レール輸出であり (No.2633)， ドイツにおけるスコ

ットランド銑と同品質の銑鉄生産 (No.2613) とそれによるドイツ圏内市場で

の代替競争の発現である (No.2620)叩。

このようなドナルドソンの不況認識は，諸外国の保護関税と外国競争を基礎

とするスコットランドひいてはイギりスに対する鉄鋼需要の縮小によると把握

しうる。

補注3i:1)

〔北東海岸地域〕

北東海岸の鉄鋼業者は，質問状調査に対して85年現在が不況であると回答す

32) スコヅトランド銑 (FoundersIion)の品質及び商標を槙杵とした競争力はほとんどな〈なり，
ドイツ市場Eびミドルズプラとり園内市場での競争点価格競争に変化しているというのが，量生専
門商人ドナルドソゾの競争認識である (No.2650-55)， 

33) 北東海岸及び南ウェーノ，.ズ地域に関しては資料の制約から補注として考察する.
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る。

タイン河流域のイングランド北部鉄鋼製造業者協会 (Northof England lron 

Manufacturers' A田 ociation)34)は，現在の「不況の起源が，ある程度1872ー74

年の石炭飢謹からの反動であるように思われる」とその開始期を規定し，その

進行は「不規則であるが， 1874年以降不断の下落傾向にあるJと回答する。同

流域のニューカッスル商業会議所 (Newcastle.on.TyneC. C.)35)の鉄鋼部門は，

一時的なスパートを除いて70ー75年期以降最初は取引額に，次には取引量に，

現在は両者において不況であり，現時点の不況は83年から始まったと回答する。

ティーズ河流域のクリープランド製銑業者協会但levelandIronmasters' Asso-

ciation)叫は， クリープランドの製銑業が比較8'Jo若いためその取引量は， 84-

85年にかけて減少したと回答する。

両流域鉄鋼業者の不況原因に対する認識は，非常に類似している。過剰生産〉

外国競争，外国関税である。過剰生産は需要の縮小によってもたらされたもの

で，この縮小は外国関税によって市場が閉鎖されたり，外国との競争が厳Lく

なったことによるとしづ認識である。但し不況原因としての外国競争の影響範

聞についての認識には相違点が存在する。イングラ γ ド北部鉄鋼製造業者協会

は， ドイツ，フランス，スベイン，合衆国の保護関税国市場がほとんど閉鎖さ

れただけでなぐ， iこれらの国の生産者は，彼らの製品を自国内で利益的な率

で販売する。そしてそれによって遠隔地市場において我々とうまく競争する」

と中立市場にまで侵入していると把握する。これに対してクロープランド製銑

業者協会は， i我々の取引に対して特に関税が課されるところだけ」と外国競

争の影響範囲を限定する。ここに両流域の競争力の差が，不況認識の差として

明示される ζ とになるm。

34) First Rι'jxJrt. p. 117 
35) 品condRe.ゆ"'哲.pp.岨 21
36) First Rξ少Q，τ，pp.115f
37) 北東海岸地域内のデイ ズ河の流域の鉄鋼浅の発展と不且との関保については A.Birch， 

The Econo刑icHiJ加叩 ofthe B円 'tishI.向n& Steel Industry 1784-1879， London， 
1967， pp. 134-137， 334ff.参照。
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〔南ウェーノレス地域〕

南ウ~ -)レズ地域の商業会議所は，質問状調査に対して，調査時点1885年が

不況であり，その開始点が83年末であり，不況の特徴が需要の欠如及び価格下

落であると回答する伺》。

鉄鋼業を区別して回答しているエューポート商業会議所に限定すると，不況

の経過は過去20年間のうち75~80年を平均水準と把握することによって. 70~ 

75年を水準以上. 65~70年及び80~85年を水準以下と規定される。

小況原因としては，販売価格下落，錬鉄から鋼鉄への転換という鉄鋼業自体

の内在的要因による過剰生産，外国競争，外国関税による外国市場からの締め

山しによると回答Lている。

このような商業会議所の認識に対して南ウエールズに特化していると考えら

れるブリキ製造業者協会 (Tin-plateManufacturers' Association)削は，現

存が不視であり，これは79年の価格上昇及び新工場建設を伴ったブームに続〈

反動であり，過剰生産を原因とする不況である。その実態は， ウエールズの84

工場のうち30工場が倒産するという全体として利益のないことを特徴とすると

回答している。

IV ，)、 j"

本稿において筆者は『商工業不況調査委員会報告書 (1886)~ を素材として，

19世紀末イギリ λ鉄鋼業関係者の不況認識を整理・紹介してきた。この考察を

要約し，今後の研究のための問題点を指摘しておきたい。

イギりス鉄鋼業関係者は，価格の下落という不況実態に対する共通な認識と

同時に需要縮小と過剰生産という不況原因に対する相違した認識とを保持して

いる〔第 7表参照〕。

需要縮小を不況の基本的原因とするのは，鋼レーノレに関してのスミスを除く

38) Cardiff C. C. (Fi:円 tRe一戸rt，p. 79) Newport C. C町 (Second Retort， p. 403) 
39) First Report， p. 119， 
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第 7 表

列保情護凶め護崎軍量税予)|l l z w mxgR EKO冒，b"orn，T. E. Vickers (るつ珊粥心
W. W. Lord， W. A. Donaldson 

需要の縮小
1. W. Dixon， J. D. Ellis (鋼鉄)， W. W. Lord， 

W. A. Donaldson， 

需要 lCBelks即日 J.D山伽

一般の縮小 J. T. Smith (鋼レール)，

a) I L. Bell， J. T. Smith (ヘマタイト銑)，

h) I H. L. Muller. 

出奥 Sec加 dReρ"'ぜ， Part (1)， pp. 18-123における各証人の証言による。
注 1) a)競争力保持 b)競争力欠如ー

と"/ェフィールド地域の鋼鉄業者及び金属加工業者であり，スコットランド

及びパ ミンガムの鉄取扱い商人である。関係証人は，保護関税，外国競争，

需要一般の縮小という諸要因によって鉄鋼需要縮小を規定する。その共通認識

は，保護関税国 Fの世界市場競争という次元でのイギリス鉄鋼業の競争力低下

という認識であり， ドナルドソンを除いて現時点の不況に対する長期継続性

(不況開始期を75ー 76年と把握する)という認識である。

過剰生産を不況の基本的原因とするのは，パーミンガムの輸出業者ミュラー

を除いて， 北西海岸のスミス及び BITA代表であると同時に北東海岸の製鉄

業者であるベルという新興大量生産地域の利害を代表する証人である。その共

通認識は，現時点の不況開始を82年末として70年代不況と切り離している点で

あり，イギリス鉄鋼業には世界市場競争に対する対抗力が保持されているとい

う認識である。

このような不況認識に影響を及ぼすのが，鉄鋼業自体の構造であり，その転

換である州。

イギリ λ鉄鋼業にとって1870年代及び80年代前半は，主要生産地域の新旧交

40) 揖鋼業関毘者の不況認識と酷鋼業の構造との関係は，一方が他方をーデ方的に規定する之L、う関
係ではなく，相宜に影響を及ぼしあうという関係であるロ即ち，不況認識は不況対策を媒介とし
て構造そりものに島響を亙ぼすラ也 γ的な関係にあるp
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代期又錬鉄から鋼鉄への転換期であり，それと連繋した競争激化の時期である。

しかもその競争は国内消費の停滞文諸外国の鉄鋼生産の急増と重複して，保護

関税国市場，中立市場，植民地市場，国内市場という重層的な世界市場に直結

した競争と Lて現われたのである。こりような競争のなかでイギリス鉄鋼業は，

V ェフィールドに代表される熟練労働の必要度の高い特殊高級品を中心とした

多種少量生産型と北東海岸及び北西海岸に代表される鋼レール，舶用鋼板等の

普及品の大規模大量生産型へと地域別分業体制を確立し地域別生産諸力の量

的・質的構造転換をとげるのである4日。

ここに地域別鉄鋼業関係者の不況認識の相違と鉄鋼業自体の構造転換との連

開。 端が明示される42L

さしあたって，イギリス鉄鋼業関係者の不況認識が考察きれたにすぎない。

関係者の不況認識の相違が，地域別構造変化と重なってどのような不況対策構

想を生み出すのか，現実に対策許してどのように結実するのか，官らに80年代

後半から例年代にかけての不況対策の実施によってイギリス資本主義の全体構

造にどのような変化をもたらしたのか， これらの点については別稿によって明

らかに lA，こいと思う。

41) 地域別生産力構造と企業構造との関係ほ.86年以降の酷性平炉鋼の急伸をも視野に入れた鉄鋼
業の構造分析を目的とする別稿の課題であるが，両者には明らかな相関々係が存在する。企業構
造につい亡は， 高橋哲蛙前掲害6-53へーク参照L 地瞳別分事体制については H.MaclOSiy， 
The Trust MoveηUnt in B河itishIndust1ッ'J London， 1907， p. 24参照。

42) 商工業不況調査委員会自身の不況認識を表明した『最終報告書』は，支配階級自体の剥害対立
から「多数意見報告」と「些激意見報告」とに分裂している.鉄鋼業の不況状況に対する両報告
の把握は，ペルを中心にスミス， ドナルドソンの見解をとりあげており，直接的にジェフィール
ドJ!L.rf.バーミンガムの見解をとりあげてはいない。しかし「多数意周ι報告」においては.中立市
場で外国競争に対して自らのシヱアを維持しうるという認識をするのに対L. r少数意見報告」
は，保護関税園の変動する需要を基礎とした産業拡張の危険位を主張する。両者の主張は明確に
かみあっていないし，不況認識のズレが存在するのは明白である。 FinalRe伊吋， pp.22旺， 109

害問。


